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当事業所は、ご契約者様に対して通所介護サービスを提供します。 

事業所概要や提供されるサービス内容の重要事項等を説明します。 

 

 

当事業所は介護保険の指定を受けています。 
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《 通所介護 重要事項説明書 》 

 

 

１ 基本方針 

   利用者様が可能な限りその住居において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営む 

ことができるよう、必要な日常生活上の援助及び機能訓練を行うことにより、利用者様の社 

会的孤立感の解消及び心身機能の維持並びに精神的負担の軽減を図るものとします。 

 

２ 運営方針 

   事業の実施にあっては、利用者様の人格を尊重し常に利用者様の立場に立ったサービスの 

提供に努めるとともに、利用者様及びそのご家族様のニーズを的確に捉え、個別に通所介護 

計画を作成することにより、利用者様が必要とする適切なサービスを提供するものとします。 

 

３ 事業所の概要 

【 事 業 所 の 名 称 】 

『デイサービスふなん』 （事業者『有限会社 富南』） 

【事業所の所在地】 

静岡県田方郡函南町間宮９０１番地５ 

    TEL ０５５-９５７-９２６３ 

    FAX ０５５-９５７-９２６４ 

  【実施提供サービス】  

通所介護事業  

   【介護保険事業所番号】 

 静岡県指定 第 ２２７０３００７６３ 号 

  【介護保険指定年月日】 

 平成１９年１０月 １日 

  【通常事業の実施区域】 

 函南町・三島市・伊豆の国市・沼津市・熱海市・清水町・長泉町 

【関連施設・事業所】 

認知症高齢者共同生活事業『グループホーム 富南の郷里』  

認知症高齢者共同生活事業『グループホーム まみや』 

     訪問介護事業『ヘルパーステーション やすひさ』 

居宅介護事業『居宅介護支援事業所 やすひさ』 

サービス付き高齢者向け住宅『Grand Person ふなんさん家』 

サービス付き高齢者向け住宅・住宅型有料老人ホーム『Grand Person やすひさ』 

 

 

 

１－１ 



４ 事業所の職員の体制              ( 令和 ８年 ６月 １日 現在 ) 

職  種 資  格 常 勤 非常勤 計 

管 理 者 介護福祉士 １名    １名 

生活相談員 介護福祉士  ３名 １名   ４名 

看 護 職 員 看護師・准看護師   ４名   ４名 

機能訓練指導員 看護師    １名  １名 

機能訓練指導員（兼務） 看護師・准看護師   ４名   ４名 

介 護 職 員 介護福祉士 ５名 ２名 ７名 

介 護 職 員 介護職員初任者研修    ２名  ２名 

介 護 職 員 認知症介護基礎研修  １名 名  １名 

事 務 員    １名 １名 

調 理 員  １名  ４名  ５名 

調 理 員  １名  ５名  ６名 

 

５ 営業時間及びサービスの提供時間 

営業時間は、午前 ８時より午後 ５時３０分迄です。 

サービスの提供時間は下記のとおりです。 

平日（月～土） 午前 ９時００分 ～ 午後 ４時１０分 

営業しない日 毎週 日曜日（年末年始：１２月２９日 ～ １月 ３日まで） 

  

６ 利用定員  ２４人  

  

７ 通所介護計画の作成 

   通所介護を提供する際には、利用者様の心身の状況・環境を踏まえて、機能訓練等の目標 

・当該目標を達成するための具体的なサービスの内容を記載した「通所介護計画」を作成す 

るものとします。又、利用者様に対し「通所介護計画」に従ったサービスの実施状況及び目 

標の達成状況の記録を行います。 

  

８ 利用料金について 

（１）サービスの概要 

   「居宅サービス計画」に沿って、「通所介護計画」を作成し、次のようなサービスを提供し 

ます。 

（ａ）介護保険の給付対象となるサービス 

① 入浴 

利用者様の状態に合せ介助浴、一般浴、シャワー浴を提供します。（入浴加算内） 

② 機能訓練 

利用者様の状態に合わせた機能訓練を提供します。（個別機能訓練加算内）  
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③ 生活相談 

利用者様およびそのご家族様の日常生活における介護、環境整備、手続関係等 

に関する相談、助言を行います。（無料） 

（ｂ）介護保険の給付対象とならないサービス 

   ① 食材料費 

昼食材料費として７４５円・おやつ代として２５５円を実費でいただく事になります。 

尚、予約した食事が不要になった場合は、利用者様はその食事の提供の 3 日前までに、 

本事業所に対してその旨を伝えなければなりません。万が一伝え忘れた場合は、ご用意 

をさせて頂きますので、利用者様は事業所に対し、その食費を支払うことになります。 

② 送迎 

送迎実施地域外の利用者様は実施地域を越えた場合には、実施地域を越えた地点から 

１㎞あたり１００円を実費いただくことになります。また、できる限りのニーズに対応 

するための通常の事業実施地域（無料送迎地域）は、 

函南町、三島市、伊豆の国市、沼津市、熱海市、清水町、長泉町 とします。 

③ レクリエーション・クラブ活動費 

希望によりレクリエーションやクラブ活動に参加していただく事ができます。 

その場合、材料費等の実費をいただく事がありますのでご了承ください。 

④ おむつ代・緊急時医療処理代 

ご持参いただいた場合は無料です。 

事業所で提供させていただく場合は、下記の実費をいただくことになります。 

    ◆おむつ代      ２００円／１枚  

◆リハビリパンツ代  ２００円／１枚  

◆パット代       ５０円／１枚 

⑤ その他費用（実費） 

 ◆緊急時医療処置用衛生資材費 

◆連絡帳入れファイル・連絡帳（初回利用時は無料） 

 

（２）介護保険利用時 基本料金 

 〈 通常規模型通所介護 〉              【７時間以上８時間未満 １回につき】 

区分 単位数 利用料金 
介護保険適応時の 

負担額（１割負担） 

介護保険適応時の 

負担額（２割負担） 

介護保険適応時の 

負担額（３割負担） 

要介護１ ６５８ 単位 ６，６７２円 ６６７円 １，３３４円 ２，００２円 

要介護２ ７７７ 単位 ７，８７９円 ７８８円 １，５７６円 ２，３６４円 

要介護３ ９００ 単位 ９，１２６円 ９１３円 １，８２５円 ２，７３８円 

要介護４ １,０２３ 単位 １０，３７３円 １，０３７円  ２，０７５円 ３，１１２円 

要介護５ １,１４８ 単位 １１，６４１円 １，１６４円 ２，３２８円 ３，４９２円 

上記のほか加算があります。介護保険適用自己負担額は合計単位数を求めての単位に地域区分 

の１０.１４円を乗じてからの自己負担割合による負担分となります。 

※函南町は地域区分が「７級地」である為、単位数に１０.１４円を乗じた金額が料金となります。 

上記料金表の負担額目安は、自己負担１割の１回あたりの目安を表示したものです。 

１ヶ月の合計で計算した場合、小数点以下の端数処理の関係で、差異が生じる場合があります。 
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□【介護職員等処遇改善加算】 

(1) 介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）イ 所定単位数に１１.１％を乗じた単位で算定 

(2) 介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）ロ 所定単位数に１２.０％を乗じた単位で算定 

※介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）ロの算定において、特例要件としてケアプランデータ 

 連携システムの導入、実績報告が必須。 

＜加算の基準＞ 

厚生労働省が定める基準に適合している介護職員等の賃金の改善等を実施している 

ものとして都道府県等に届け出た指定通所介護事業所が、利用者に対しサービス提供 

を行った場合に以下の加算があります。 

  次に掲げる基準のいずれにも適合すること 

(1) 介護職員の賃金（退職手当を除く）の改善（以下「賃金改善」という）に要する 

費用の見込額が介護職員処遇改善加算の算定見込額を上回る賃金改善に関する計画 

を策定し、当該計画に基づき適切な措置を講じていること。 

(2) 指定通所介護事業所において(1)の賃金改善に関する計画、当該計画に係る実施期 

間及び実施方法その他の介護職員の処遇改善の計画等を記載した介護職員処遇改善 

計画書を作成し、全ての介護職員に周知し、都道府県知事に届け出ていること。 

(3) 介護職員処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を実施すること。 

(4) 当該指定通所介護事業所において、事業年度ごとに介護職員の処遇改善に関する 

実績を都道府県知事に報告すること。 

(5) 算定日が属する月の前１２月間において、労働基準法、労働者災害補償保険法、 

最低賃金法、労働安全衛生法、雇用保険法、その他の労働に関する法令に違反し、 

罰金以上の刑に処せられていないこと。  

(6) 当該指定通所介護事業所において、労働保険料の納付が適正に行われていること。 

(7) 次に掲げる基準のいずれかに適合すること。 

    ① 介護職員の任用の際における職責または職務内容等の要件（介護職員の賃金に 

関するものを含む）を定めていること。 

②  ①の要件について書面をもって作成し、すべての介護職員に周知していること。 

   ③ 介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る研修の実施 

又は研修の機会を確保していること。 

   ④  ③について、全ての介護職員に周知していること。 

(8) 実施した処遇改善の内容（賃金改善に関するものを除く）及び当該介護職員の処遇 

改善に要した要した費用を全ての介護職員に周知していること。 

   (9) 生産性向上に取り組み、資質の高い介護サービスを提供する体制を整えていること。 

 

□【サービス提供体制強化加算】 

(1) サービス提供体制強化加算（Ⅰ） ２２単位／回 

(2) サービス提供体制強化加算（Ⅱ） １８単位／回 

(3) サービス提供体制強化加算（Ⅲ）  ６単位／回 

＜加算の基準＞ 

イ サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イ 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(1) 指定通所介護事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が１００ 

分の７０以上、又は介護職員の総数のうち勤続１０年以上の介護福祉士の割合が 

２５％以上であること。 

(2) 通所介護費等算定方法第 1 号イ及び、ハに規定する基準のいずれにも該当しない 

こと。 

ロ サービス提供体制強化加算（Ⅱ）ロ 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(1) 指定通所介護事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が１００ 

分の５０以上であること。 

(2) イ(2)に該当するものであること。 

ハ サービス提供体制強化加算（Ⅲ）ハ 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(1) 指定通所介護事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が１００ 

分の４０以上、又はサービスを直接提供する職員の総数のうち勤続７年以上の割合 

が３０％以上であること。 

(2) イ(2)に該当するものであること。                   
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□【個別機能訓練加算】 

(1) 個別機能訓練加算（Ⅰ）イ ５６単位／日 

(2) 個別機能訓練加算（Ⅰ）ロ ７６単位／日 

＜加算の基準＞ 

   利用者の自立支援と日常生活の充実に資するよう複数種類の機能訓練を行う。 

利用者の生活機能向上を目的とする機能訓練を行う。 

(3) 個別機能訓練加算（Ⅱ）  ２０単位／月 

＜加算の基準＞ 

（Ⅱ） ①（Ⅰ）イまたはロを算定 

    ② 利用者ごとの個別機能訓練計画書の内容等の情報を厚生労働省に提出し 

     機能訓練の実施にあたり当該情報その他機能訓練も適切かつ有効な実施に必要

な情報を活用。 

 

□【入浴介助加算（Ⅰ）】 

  ４０単位／日 

＜加算の基準＞  

入浴中の利用者様の観察を含む介助を行った場合に必要となります。 

 

□【認知症加算】 

  ６０単位／日 

＜加算の基準＞ 

  (1) 指定基準に規定する介護職員又は看護職員の員数に加え、介護職員又は看護職員の 

   常勤換算方法で２以上確保していること。 

  (2) 前年度又は算定日が属する月の前３月間の利用者様の総数のうち、認知症高齢者の 

   日常生活自立支援度Ⅲ以上の利用者様の占める割合が１００分の２０以上であること。 

(3) 指定通所介護を行う時間帯を通じて、専ら当該指定通所介護の提供に当たる認知症 

 介護指導者研修、認知症介護実践リーダー研修、認知症介護実践者研修等を終了した 

 者を１以上確保していること。 

 

□【若年性認知症受入加算】 

  ６０単位／日 

＜加算の基準＞ 

   若年性認知症の利用者様を受け入れ、個別の担当者を定め介護を行った場合に必要と 

  なります。 

                                                     

□【送迎減算】 

４７単位／回（片道につき） 

 事業所が送迎を行わない場合、片道につき４７単位が減算されます。 

 

□【科学的介護推進体制加算】 

  ４０単位／月 

  ① 利用者ごとのADL値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況その他心身の状況等に係 

る基本的な情報を厚生労働省に提出していること。 

② 必要に応じて計画を見直すなどサービス提供に当たって、①に規定する情報その他 

サービスを適切かつ有効に提供するために必要な情報を活用していること。 

 

（３）利用料金のお支払い方法 

利用料金・費用等は、１ヶ月毎の清算とします。 

毎月１０日までに前月分利用料等の合計額・明細を請求書に明記し送付いたします。 

当月、月末までに現金持参若しくは振込（振込料は利用者様負担）・自動引落口座振替 

（利用手数料２００円(税別)は利用者様負担）にてお支払い頂きます。 

  ※入金確認後、領収証を発行します。 
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（４）キャンセル料金 

   何らかの都合により利用をキャンセルした場合には、下記の料金をいただきます。 

①  利用料金：利用予定日の前営業日 午後５時３０分までにご連絡をいただけない場合 

     …１回分の利用料金（介護保険適用自己負担額）の５０％ 

②  食事代金：利用日の３日前までにご連絡いただけない場合 

…１日分の食材料費（昼食代＋おやつ代）の１００％ 

 

（５）利用の中止、変更、追加 

   ① 利用予定日の前に、利用者様の都合により、通所介護サービスの利用を中止又は変更を 

する事ができます。この場合にはサービス実施日の前日までに事業所に申し出下さい。 

②  サービス利用の変更の申し出に対して、事業所の稼働状況により、利用者様の希望する 

期間にサービス提供ができない場合、他の利用可能日時を提示して協議します。 

 

（６）事故発生時の対応 

   利用者様に対するサービス等提供により事故が発生した場合には、速やかに主治医及びご 

家族様等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じるものとする。又、利用者様に対するサ 

ービス等により賠償すべき事故が発生した場合は、誠意をもって対応し、損害賠償を行うも 

のとします。 

 

《事故防止対応フローチャート》 

                                  主治医に連絡 

事故発生  管理者に連絡  応急処置  病院に搬送      ご家族様に連絡 

応急的対応        状況を伝達    身体的異常が観察された場合  対応不能な場合        ケアマネに連絡 

             

事故防止  事故処理簿記録  解決策の実施  解決策検討   原因調査 

 

 《緊急時の対応》 

主 治 医 

氏  名  

連 絡 先  

ご家族様 

氏  名  

連 絡 先  

 

（７）非常災害対策 

◆防災の対応：消防計画に基づき、速やかに消火活動に努め、避難・誘導にあたります。 

◆防災設備  ：防火管理者を選任し、消火設備、非常放送設備等、必要設備を設けます。 

◆防災訓練  ：消防法に基づき、消防計画等の防災計画を立て、職員および利用者様が参加 

する消火通報、避難訓練を年間計画で実施します。 
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（８）個人情報の開示 

   ① 事業所及びその従業者は、サービス提供する上で知り得た利用者様又はそのご家族様等 

に関する秘密を正当な理由なく第三者に漏洩しません。この守秘義務は、本契約が終了 

した後も同様です。 

   ② 事業所は利用者様から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等において、 

利用者様の個人情報を用いません。 

③  事業所は、利用者様のご家族様から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議 

等において、当該ご家族様の個人情報を用いません。  

 

（９）虐待防止の為の措置に関する事項 

事業所は、利用者様の人権擁護、虐待防止等の為、虐待防止の為の指針を整備すると 

ともに必要な体制の整備を行い、従業者に対し、研修を実施する等の措置を講ずるよう 

努めるものとする。 

 

（10）ハラスメント対策に関する事項 

事業所は、職場におけるハラスメント（セクシャルハラスメント、パワーハラスメン 

ト、カスタマーハラスメント等）の防止に向けた指針を作成、相談体制を構築し、ハラ 

スメント対策を推進し講ずる。 

 

（11）業務継続計画に関する事項 

事業継続計画（ＢＣＰ）の策定等にあたって、感染症や災害が発生した場合でも、 

利用者様が継続して通所介護サービスの提供を受けられるよう業務継続計画を策定する 

とともに、その計画に従い必要な研修及び訓練を実施するものとする。 

 

９ 苦情の受付について 

【当事業所における相談・苦情の受付】 

《苦情・相談受付窓口》 

        （担当）管理者・生活相談員 他  電話  ０５５-９５７-９２６３ 

   《事業者統括苦情・相談受付窓口》        電話  ０５５-９４１-７２７３ 

【行政機関における相談・苦情の受付】 

《函南町 福祉課》               電話 ０５５-９７９-８１２６ 

《三島市 介護保険課》             電話 ０５５-９８３-２６０７ 

《伊豆の国市 長寿福祉課》           電話 ０５５-８７６-８００９ 

《沼津市 介護保険課》             電話 ０５５-９３４-４８６５ 

《熱海市 長寿介護課》             電話 ０５５７-８６-６２８１ 

《清水町 長寿介護課》             電話 ０５５-９８１-８２１３ 

《長泉町 長寿介護課》             電話 ０５５-９８９-５５１１ 

《静岡県 国民健康保険団体連合会 介護保険課》 電話 ０５４-２３５-５５９０ 

《静岡県 社会福祉協議会 地域福祉課 福祉サービス運営適正化委員会》 

                        電話 ０５４-２３５-５５９０ 
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《苦情解決対応フローチャート》 

   利用者様及びご家族様・職員   苦 情   苦情受付   苦情受付担当者 

                                  一次対応        受付書への記入 

     情報開示 

     結果報告         苦情処理対策会議        苦情対応 

    予防策の検証                        管理者が担当  

    

予防策の実施 

 

 

《 経営主体の概要 》 

【法人種別・名称】     有限会社  富 南 

【代表者役職・氏名】     代表取締役  秋 山  信 治 

【本 社 所 在 地】     静岡県三島市安久３０２番地の３ 

【電 話 番 号】     ０５５-９８２-０７７０ 

 

 

 

 

附 則 

 

平成２１年 ２月２０日 施 行 

平成２１年 ４月 １日 改 定      令和 元年１０月 １日 改 定 

平成２１年１１月２１日 改 定      令和 ２年  ４月  １日 改 定 

平成２３年 １月２１日 改 定      令和  ３年  ４月  １日 改 定 

平成２３年 ５月２６日 改 定      令和 ４年 ４月 １日 改 定 

平成２４年 ４月 １日 改 定      令和 ５年 ４月 １日 改 定 

平成２４年 ７月２１日 改 定      令和 ６年 ４月 １日 改 定 

平成２５年 ４月 １日 改 定      令和 ６年 ６月 １日 改 定 

平成２６年 ４月 １日 改 定      令和 ７年 ５月 １日 改 定 

平成２７年 ４月 １日 改 定      令和 ７年 ７月 １日 改 定 

平成２７年 ８月 １日 改 定      令和 ８年 ６月 １日 改 定 

平成２８年 ３月 １日 改 定 

平成２８年 ５月２０日 改 定 

平成２９年 ２月 １日 改 定 

平成２９年 ４月 １日 改 定 

平成３０年 ２月 １日 改 定 

平成３０年 ４月 １日 改 定 

平成３０年 ８月 １日 改 定 

平成３０年１０月 １日 改 定 

平成３１年 ３月 １日 改 定 
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令 和   年   月   日 

 

 

通所介護サービスの提供の開始に際し、利用者様並びにご家族様に対して、 

本書面に基づき重要事項の説明を行いました。 

 

事業所住所  静岡県田方郡函南町間宮９０１番地の５ 

事業所名   デイサービス ふなん （ 事業所番号 ２２７０３００７６３ ） 

 

   管理者  高 木 俊 弥  ㊞  

 

説明者 職 名            氏 名               ㊞  

 

 

 

 

私は、本書面に基づいて事業所から通所介護サービスについての重要事項の説明 

を受け、利用開始に同意しました。 

 

 

住 所                       

利用者様 

氏 名                     ㊞ 

 

 

 

住 所                       

         ご家族様 

氏 名                     ㊞ 
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「通所介護」 

利用契約書 

 

 

 

当事業所は、ご契約者様に対して通所介護サービスを提供します。 

事業所概要や提供されるサービス内容、契約上の注意事項等を説明します。 

 

 

当事業所は介護保険の指定を受けています。 

静岡県指定 ２２７０３００７６３ 

  

デイサービス ふなん 

 

 

有限会社 富 南 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
・ 



《 通所介護 利用契約書 》 

     

 『            様』（以下「利用者様」）と 

『有限会社 富南』（以下「事業者」）が運営する『デイサービス ふなん』（以下「事業所」）におい

て 

事業所から提供される通所介護サービスについて、次のとおり契約（以下「本契約」）を締結します。 

 

 

第一章 総則 

 

第１条（契約の目的） 

１ 事業所は、介護保険法令の趣旨に従い、利用者様がその有する能力に応じ、可能な限り自立し 

た日常生活を営むことができるように支援することを目的として、利用者様に対し、第４条及 

び第５条に定める通所介護サービスを提供します。 

利用者様は事業所に対し、そのサービスに対する料金を支払います。 

２ 事業所が利用者様に対して実施する通所介護サービスの内容、利用日時、費用等の事項（以下 

「通所介護計画」）は、別紙『通所介護重要事項説明書』に定めるとおりとします。 

 

第２条（契約期間） 

   本契約の有効期間は、契約締結の日から利用者様の要介護認定の有効期間満了日までとします。 

但し、契約期間満了の２日前までに利用者様から文書による契約終了の申し入れがない場合には、 

本契約は更に同じ条件で更新されるものとし、以後も同様とします。 

 

第３条（通所介護計画の決定・変更） 

１ 事業所は、利用者様に係る居宅サービス計画（ケアプラン）が作成されている場合には、それ 

に沿って利用者様の「通所介護計画」を作成するものとします。 

２ 事業所は、利用者様に係る居宅サービス計画が作成されていない場合でも、「通所介護計画」 

の作成を行います。その場合に、事業所は、利用者様に対して居宅介護支援事業所を紹介する 

等居宅サービス計画作成のために必要な支援を行うものとします。 

３ 事業所は、「通所介護計画」について、利用者様及びそのご家族様等に対して説明し、同意を 

得た上で決定し交付します。 

４ 事業所は、利用者様に係る居宅サービス計画が変更された場合、もしくは利用者様及びそのご 

家族様等の要請に応じて、「通所介護計画」について変更の必要があるかどうかを調査し、その 

結果、「通所介護計画」の変更の必要があると認められた場合には、利用者様及びそのご家族様 

等と協議して、「通所介護計画」を変更するものとします。 

５ 事業所は、「通所介護計画」を変更した場合には、利用者様に対して書面を交付しその内容を 

確認するものとします。 
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第４条（介護保険給付対象サービス） 

   事業所は、介護保険給付対象サービスとして、利用者様に対して、日常生活上の世話及び機能 

訓練を提供するものとします。 

 

第５条（介護保険給付対象外のサービス） 

１ 事業所は利用者様との合意に基づき、介護保険給付の支給限度額を超える通所介護サービスを 

提供することができます。 

２ 事業所はレクリエーション・クラブ活動などを行う場合の材料費・おむつ代・食材料費につい 

ては実費をいただきます。 

３ 事業所は、第１項及び第２項に定める各種のサービス等の提供について、必要に応じて利用者 

様のご家族様等に対してもわかりやすく説明するものとします。 

 

 

第二章 サービスの利用と料金の支払い 

 

第６条（サービス利用料金の支払い） 

１ 事業者は、利用者様が支払うべき介護保険給付サービスに要した費用について、利用者様が介 

護サービス費として市町村から給付を受ける額（以下、介護保険給付額）の限度において利用 

者様に代わって市町村から支払いを受けます。 

２ 利用者様は、要介護度に応じて第４条に定めるサービスを受け、『重要事項説明書』に定める 

所定の料金体系に基づいたサービス利用料金から介護保険給付額を差し引いた差額分（自己負 

担：通常はサービス利用料金の１割）を事業者に支払うものとします。 

但し、利用者様がいまだ要介護認定を受けていない場合及び居宅サービス計画が作成されてい 

ない場合には、サービス利用料金をいったん全額支払うものとします。 

（要介護認定後又は居宅サービス計画作成後、自己負担分を除く金額が介護保険から払い戻さ 

れます。）〔償還払い〕 

３ 第５条に定めるサービスについては、利用者様は、『重要事項説明書』に定める所定の料金体 

系に基づいたサービス利用料金を事業者に支払うものとします。 

４ 利用者様は、前１項から３項の料金・費用は１ヶ月毎の清算とします。 

事業者は毎月 10 日までに前月分利用料等の合計額・明細を請求書に明記し送付いたしますので、 

利用者様は、当月末までに事業者の指定する方法により支払うものとします。 

 

 

第７条 （利用日の中止・変更・追加） 

１ 利用者様は、利用期日前において、通所介護サービスの利用を中止又は変更ができます。 

 この場合には、利用者様はサービス実施日の前日までに事業所に申し出るものとします。 

２ 利用者様が、利用期日に利用の中止を申し出た場合は、『重要事項説明書』に定める所定の取 

消し料を事業者にお支払いいただく場合があります。 

但し、利用者様の体調不良等正当な事由がある場合は、この限りではありません。 
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３ 事業者は、第１項に基づく利用者様からのサービス利用の変更の申し出に対して、事業所が 

満員で利用者様の希望する日にサービスの提供ができない場合、他の利用可能日を利用者様に 

提示して協議するものとします。 

 

第８条 （利用料金の変更） 

１ 第６条第１項及び第２項に定めるサービス料金について、介護給付費体系の変更があった場合、 

事業者は当該サービスの利用料金を変更することができるものとします。 

２ 第６条第３項に定めるサービス利用料金については、経済状況の著しい変化その他やむを得な 

い事由がある場合、事業所は、利用者様に対して、変更を行う日の２ヶ月前までに説明をした 

上で、当該サービス利用料金を相当な額に変更することができます。 

３ 利用者様は、前項の変更に同意することができない場合には、本契約を解約することができま 

す。 

  

 

第三章 事業所の義務 

 

第９条（事業所及びサービス従事者の義務） 

１ 事業所及びサービス従事者は、サービスの提供にあたって利用者様の生命、身体、財産の安全・ 

確保に配慮するものとします。 

２ 事業所は、利用者様の体調・健康状態からみて必要な場合には、事業所の医師又は看護職員も 

しくは主治医と連携し、利用者様からの聴取・確認の上でサービスを実施するものとします。 

３ 事業所は、利用者様に対する通所介護サービスの提供について記録を作成し、それを２年間保 

管し、利用者様もしくはその代理人の請求に応じ、これを閲覧させ複写物を交付するものとし 

ます。 

４ 事業所は、サービス提供時において、利用者様に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、 

速やかに主治医への連絡を行う等の必要な措置を講じるものとします。 

 

第１０条 （守秘義務） 

１ 事業所及びサービス従事者又は従業員は、通所介護サービスを提供する上で知り得た利用者様 

又は、そのご家族様等に関する事項を正当な理由なく第三者に漏洩しません。 

この守秘義務は、本契約が終了した後も継続します。 

２ 事業所は、利用者様に医療上、緊急の必要性がある場合には、医療機関等に利用者様に関する 

心身等の情報を提供できるものとします。 

３ 前２項にかかわらず、利用者様に係る他の居宅介護支援事業所等との連携を図るなどの正当な 

理由がある場合には、その情報が用いられる者の事前の同意を文書により得た上で、利用者様 

又は、そのご家族様等の個人情報を用いることができます。 
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第四章 利用者様の義務 

 

第１１条 （利用者様の施設利用上の注意義務等） 

１ 利用者様は、事業所の施設、設備、敷地をその本来の用途に従って、利用するものとします。 

２ 利用者様は、事業所の施設、設備について故意又は重大な過失により滅失や破損、汚損もしく 

は変更した場合には、自己の費用により原状に復するか、又は相当の代価を支払うものとしま 

す。 

３ 利用者様の心身の状況等により特段の配慮が必要な場合には、利用者様及びそのご家族様等と 

事業所との協議により、施設、設備の利用方法等を決定するものとします。 

 

 

第五章 損害賠償（事業者の義務違反） 

 

第１２条 （損害賠償責任） 

   事業者は、本契約に基づくサービスの実施に伴って自己の責に帰すべき事由により利用者様に 

生じた損害について賠償する責任を負います。 

第１０条に定める守秘義務に違反した場合も同様とします。 

但し、利用者様に故意又は過失が認められる場合には、利用者様の置かれた心身の状況を斟酌し 

損害賠償の責に任じます。 

 

第１３条 （損害賠償がなされない場合） 

   事業者は、自己の責に帰すべき事由がない限り、損害賠償責任を負いません。とりわけ以下の 

各号に該当する場合には、事業者は損害賠償責任を免れます。 

  １ 利用者様が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこれを告げ 

ず、又は不実の告知を行ったことにもっぱら起因して損害が発生した場合 

  ２ 利用者様が、サービスの実施にあたって必要な事項に関する聴取・確認に対して、故意にこれ 

を告げず、又は不実の告知を行ったことにもっぱら起因して損害が発生した場合 

  ３ 利用者様が、急激な体調の変化等、事業所の実施したサービスを原因としない事由に専ら起因 

して損害が発生した場合 

  ４ 利用者様が、事業者もしくはサービス従事者の指示、依頼に反して行った行為に専ら起因して 

損害が発生した場合 

 

第１４条 （事業者の責任によらない事由によるサービスの実施不能） 

   事業者は、本契約の有効期間中、地震・噴火等の天災その他自己の責に帰すべからざる事由に 

よりサービスの実施ができなくなった場合には、利用者様に対して既に実施したサービスを除い 

て、所定のサービス利用料金の支払いを請求することはできないものとします。 
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第六章 契約の終了 

 

第１５条 （契約の終了事由、契約終了に伴う援助） 

１ 利用者様は、以下の各号に基づく契約の終了がない限り、本契約に定めるところに従い事業所 

が提供するサービスを利用することができるものとします。 

（１） 利用者様が死亡した場合 

（２） 要介護認定により利用者様の心身の状況が自立と判定された場合 

（３） 事業者が解散命令を受けた場合、破産した場合又はやむを得ない事由により事業所を閉 

鎖した場合 

（４） 施設の滅失や重大な毀損により、サービスの提供が不可能になった場合 

（５） 事業所が介護保険の指定を取り消された場合、又は指定を辞退した場合 

（６） 第 16 条から第 18 条に基づき本契約が解約又は解除された場合 

２ 事業者は、前項第１号を除く各号により本契約が終了する場合には、利用者様の心身の状況、 

置かれている環境等を勘案し、必要な援助を行うよう努めるものとします。 

 

第１６条 （利用者様からの中途解約） 

１ 利用者様は、本契約の有効期間中、本契約を解約することができます。この場合には、利用 

者様は契約終了を希望する日の７日前までに事業所に通知するものとします。 

２ 利用者様は、以下の事項に該当する場合には、本契約を即時に解約することができます。 

（１） 第８条第３項により本契約を解約する場合 

（２） 利用者様が入院した場合 

（３） 利用者様に係る居宅サービス計画（ケアプラン）が変更された場合 

 

第１７条 （利用者様からの契約解除） 

   利用者様は、事業所もしくはサービス従事者が以下の事項に該当する行為を行った場合には、 

本契約を解除することができます。 

（１） 事業所もしくはサービス従事者が正当な理由なく本契約に定める通所介護サービスを 

実施しない場合 

（２） 事業所もしくはサービス従事者が第１０条に定める守秘義務に違反した場合 

（３） 事業所もしくはサービス従事者が故意又は過失により、利用者様の身体・財物・信用等 

を傷つけ又は著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が認められる場合 

（４） 他の利用者様が、利用者様の身体・財物・信用等を傷つけた場合もしくは傷つける恐れ 

がある場合において、事業所が適切な対応を取らない場合 

 

第１８条 （事業所からの契約解除） 

事業所は、利用者様が以下の事項に該当する場合には、本契約を解除することができます。 

（１） 利用者様が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこれ 

を告げず、又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせ 

た場合 

２－５ 



 

（２） 利用者様による、第６条第１項から第４項に定めるサービス利用料金の支払いが３ヶ月 

以上遅滞し、相当期間を定めた催告にも関わらずこれが支払われない場合 

（３） 利用者様が、故意又は重大な過失により事業者又はサービス従事者もしくは他の利用者 

様等の生命・身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を行うことなどによって、 

本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

 

第１９条 （清算） 

   第１５条 第１項 第２号 から 第６号により、本契約が終了した場合において、利用者様が、 

すでに実施されたサービスに対する利用料金支払義務及び第１１条 第２項（原状回復の義務） 

その他の条項に基づく義務を事業所に対して負担しているときは、契約終了日から１週間以内に 

清算するものとします。 

 

 

第七章 その他 

第２０条 （苦情処理） 

事業所は、その提供したサービスに関する利用者様等からの苦情に対して、苦情を受け付ける 

窓口を設置して適切に対応するものとします。 

 

第２１条 （本契約に定めのない事項） 

１ 利用者様及び事業者は、信義誠実をもって本契約を履行するものとします。 

２ 本契約に定めのない事項については、介護保険法令その他諸法令の定めるところに従い、双方 

が誠意を持って協議のうえ定めます。 

 

第２２条 （裁判管轄） 

   本契約に関してやむを得ず訴訟となる場合は、利用者様及び事業者は利用者様の住所地を管轄 

する裁判所を第一審管轄裁判所とすることを予め合意します。 

 

 

附 則 

平成２１年 ４月 １日 施 行 

平成２３年 １月２１日 改 定 

平成２４年 ７月２１日 改 定 

平成２８年 ３月 １日 改 定 

平成２９年 ２月 １日 改 定 

平成２９年 ４月 １日 改 定 

平成３１年 ３月 １日 改 定 

令和 ４年 ４月 １日 改 定 

 

 

２－６ 



 

この契約を証するため、本書２通を作成し、利用者様、事業所が記名捺印の上、 

各１通を保有するものとします。 

 

 

契約締結日 令 和   年   月   日  

 

 

ご契約者様 利用者住所  

 

利用者氏名                        ㊞    

 

 

ご家族住所  

 

ご家族氏名                        ㊞   

 

 

事業者住所    静岡県三島市安久３０２番地の３ 

事 業 者 名    有限会社 富 南 

         代表取締役 秋 山  信 治       ㊞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－７ 
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《 個人情報使用に関する同意書 》 

 

私及び家族の個人情報については、下記の記載するところにより必要最小限の 

範囲内で使用することに同意致します。 

 

 

記 

１ 使用する目的及び場合 

  事業所が介護保険法に関する法令に従い、私の居宅サービス計画に基づいて指定居宅サービ 

ス等を円滑に実施するため、サービス担当者会議等での必要な場合に使用する。 

２ 使用にあたっての条件 

ア 個人情報の提供は、１に記載する目的の範囲内で必要最小限に留め、情報提供の際には関 

係者以外に漏れる事のないよう、細心の注意を払うこと。 

イ 事業所は、個人情報を使用した会議、相手方、内容について記録しておくこと。 

３ 個人情報の内容 

 ア 氏名、住所、健康状態、病歴、家族状況等事業所が通所介護サービスを行うために必要な 

利用者やその家族個人に関する情報 

 イ その他利用者及びその家族に関する情報であって、特定の個人が識別され、または識別さ 

れ得る情報 

４ 使用する期間 

  『デイサービス ふなん』と私または代理人の間に交わされた利用契約書に定めた期間に限る 

ものとし、利用契約が解消された後は、私（利用者）及び家族に関する個人情報の使用は認め 

ない。 

 

 

令 和   年   月   日 

 

 〈契約者氏名〉 

（利用者様）                ㊞ 

（ご家族様）                ㊞ 

 

〈事業所住所〉  静岡県田方郡函南町間宮９０１番地５ 

〈事 業 所 名〉  デイサービス ふなん  

〈管 理 者 名〉  高 木 俊 弥 殿 
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